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効
率
的
な
行
財
政
運
営
を
目
指
し
て

効効
率率
的的
なな
行行
財財
政政
運運
営営
をを
目目
指指
しし
てて

４
年
間
で
　
項
目
を
実
施
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町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
構
成
さ
れ
た
行
政
改
革
懇
話
会
の
提
言
を
受

け
、
町
で
は
平
成
　
年
か
ら
　
年
ま
で
の
５
年
間
を
計
画
期
間
と
す

１７

２１

る
「
山
田
町
行
政
改
革
大
綱
」
を
策
定
、
事
業
や
組
織
の
あ
り
方
な

ど
の
見
直
し
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
今
号
で
は
、
行
政
改
革
大
綱
お

よ
び
集
中
改
革
プ
ラ
ン
の
実
施
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
町
で
は
▼
住
民
の
選
択
と
負
担
に

基
づ
き
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

分
権
型
社
会
▼
住
民
の
自
助
・
共
助

が
発
揮
さ
れ
る
住
民
協
働
に
よ
る
補

施
設
、
町
営
牧
野
、
町
政
モ
ニ
タ
ー
）

▼
関
口
児
童
館
の
健
全
育
成
型
へ
の

移
行
▼
校
務
員
業
務
の
効
率
化
▼
庁

舎
内
電
算
業
務
の
オ
ー
プ
ン
シ
ス
テ

ム
化
▼
馬
指
野
の
簡
易
水
道
事
業
の

上
水
道
へ
の
統
合
▼
議
員
定
数
の
削

減
▼
借
地
賃
借
料
の
縮
減
―
―
を
実

施
し
ま
し
た
。
こ
の
こ
と
に
よ
る
経

費
の
削
減
効
果
額
は
、
概
算
で
２
億

３
９
２
２
万
円
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
　
年
度
か
ら
　
年
度

１７

２０

ま
で
に
実
施
さ
れ
た
項
目
は
全
部
で

　
件
。
こ
れ
は
　
年
度
ま
で
に
実
施

４６

２１

を
計
画
し
て
い
る
　
の
改
革
項
目
の
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・
０
％
に
当
た
り
、
経
費
削
減
効

７３果
額
の
４
年
間
の
累
計
は
概
算
で
４

億
６
２
７
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
今
後
も
よ
り
一
層
効
率
的
で
機
能

的
な
行
財
政
の
運
営
を
目
指
し
、
行

政
改
革
大
綱
・
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に

基
づ
い
た
事
業
や
組
織
の
見
直
し
を

進
め
て
い
き
ま
す
。

◆
問
い
合
わ
せ
　
町
総
務
課
住
民
協

働
推
進
室
（
察
　－

３
１
１
１
内

８２

線
４
４
０
）
へ
ど
う
ぞ
。

１　事務事業運営の合理化と効率化
・施設・事業の廃止（大畑コミュニティセンター、

図書館車運行事業など）

・豊間根保育園運営事業の民営化

・林産物展示販売施設（道の駅やまだ）の指定

管理者措置、関口児童館の健全育成型移行

・簡易水道等施設維持管理の民間委託

・校務員業務の効率化

・庁舎内電算業務のオープンシステム化

２　総合性、機動性を備えた簡易で機能的

な組織
・住民協働推進室の設置

・水道事業所の本庁舎移転

・各種審議会や委員会の統合整理

３　職員定数および給与などの抑制
・職員定員の縮減

・特別職・一般職の給与縮減、寒冷地手当の廃

止

・管理職手当の減額

・旅費日当額の引き下げ

・時差勤務の実施

・人事行政運営状況の公表

４　職員人材の育成
・人材育成基本方針の策定

・職員勤務評価の試行

・職員対象の応急手当講習会

５　住民協働による行政運営
・各種審議会などの公募委員の拡大

・町行政出前講座の実施

６　自立性の高い財政運営
・議員の定数の削減

・議員報酬の減額

・補助金の見直し（納税貯蓄組合、山田町社会

福祉協議会など）

・臨時職員の縮減

・事務改善運動の実施

・町税収納率の向上、各種収入未済額の縮減

主な改革事項
（平成１７年度～２０年度）

行政改革

完
型
社
会
▼
地
域
の
さ
ま
ざ
ま
な
力

を
結
集
し
共
に
歩
む
自
律
的
な
行
政

組
織
―
―
の
３
つ
を
改
革
の
視
点
と

し
、　

項
目
の
改
革
事
項
を
盛
り
込

６３

【行政改革大綱】

　町が組織や運営の合理化に努めるた

め実施する、行政改革の取り組みにつ

いて示したもの。町の進むべき方向を

示した山田町総合発展計画を着実に推

進するため、仕事の進め方や考え方を

見直して行政のあり方や方向性を示す

役割を担っています。

【集中改革プラン】

　行政改革大綱を具体的に実施するた

めの計画書。総務省の「地方公共団体

における行政改革推進のための新たな

指針」に基づき定められたものです。

用語解説

ん
だ
行
政
改
革
大

綱
・
集
中
改
革
プ

ラ
ン
で
事
業
の
見

直
し
や
新
し
い
組

織
づ
く
り
に
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
。

　
こ
の
う
ち
、
平

成
　
年
度
と
　
年

１９

２０

度
の
２
年
間
で
実

施
さ
れ
た
の
は
９

項
目
。
具
体
的
な

内
容
と
し
て
▼
施

設
・
事
業
の
廃
止
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林
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